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○○○自主防災会規約
（名称）
第１条 この会は、○○○自主防災会（以下「本会」という。）と称する。

（活動拠点の所在地）
第２条 本会の事務所は、○○○に置く。

（目的）
第３条 本会は、住民同士の共助の精神に基づく自主的な防災活動を行うことにより、地震その他の災害（以
下「災害」という。）による被害の防止及び軽減を図ることを目的とする。

（事業）
第４条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。
（1）防災に関する知識の普及・啓発に関すること。
（2）災害による被害の防止及び軽減に資するための地域の災害危険に関すること。
（3）防災訓練の実施に関すること。
（4）災害発生時における出火防止、初期消火、救助活動、情報の収集・伝達、避難誘導・安否確認、避難所
運営、給食給水、要援護者対策等応急対策に関すること。

（5）防災資機材等の整備・管理に関すること。
（6）関係機関との連携・調整に関すること。
（7）その他本会の目的を達成するために必要な事項。 

（会員）
第５条 本会は、○○○自治会内にある世帯をもって構成する。

（役員）
第６条 本会に次の役員を置く。
（1）会　長 １名 
（2）副会長 若干名
（3）幹　事 若干名
（4）監査役 若干名
２ 役員は、会員の互選による。
３ 役員の任期は○○年とする。ただし、再任することができる。 

（役員の責務）
第７条 会長は、本会を代表し会務を総括する。また、災害の発生時における応急活動の指示を行う。
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるときはその職務を行う。
３ 幹事は、幹事会の構成員となり、会務の運営にあたる。
４ 監査役は、会の会計を監査する。

（会議）
第８条 本会に、総務会及び幹事会を置く。
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（総会）
第９条 総会は、全会員をもって構成する。
２ 総会は、毎年１回開催する。ただし、特に必要がある場合は臨時に開催することができる。
３ 総会は、会長が招集する。
４ 総会は、次の事項を審議する。
（1）規約の改正に関すること。
（2） 防災計画の作成及び改正に関すること。
（3）事業計画の作成及び改正に関すること。
（4）予算及び決算に関すること。
（5）その他、総会が特に必要と認めたこと。
５ 総会は、その付議事項の一部を幹事会に委任することができる。

（幹事会）
第10条 幹事会は、会長、副会長、幹事によって構成する。
２ 幹事会は、次の事項を審議し、実施する。
（1）総会に提出すべきこと。
（2）総会により委任されたこと。
（3）その他幹事会が特に必要と認めたこと。

（防災計画） 
第11条 本会は、災害による被害の防止及び軽減を図るため、防災計画を作成する。
２ 防災計画は、次の事項について定める。
（1）災害発生時における防災組織の構成及び任務分担に関すること。
（2）防災知識の普及に関すること。
（3）災害危険の把握に関すること。
（4）防災訓練の実施に関すること。
（5）災害発生時における出火防止、初期消火、救助活動、情報の収集・伝達、避難誘導・安否確認、避難所
運営、給食給水、要援護者対策、関係機関との連携・調整に関すること。

（6）その他必要な事項。

（会費）
第12条 本会の会費は、総会の議決を経て別に定める。

（経費）
第13条 本会の運営に関する経費は、会費その他の収入をもってこれにあてる。 

（会計年度） 
第14条 会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

（会計監査） 
第15条 会計監査は、毎年１回監査役が行う。ただし、必要がある場合は、臨時にこれを行うことができる。
２ 監査役は、会計監査の結果を総会に報告しなければならない。 

付則
この規約は、○年○月○日から実施する。
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○○○自主防災会防災計画

１ 目的
この計画は、○○○自主防災会（以下「本会」という。）の防災活動に必要な事項を定め、もって地震その
他の災害（以下「災害」という。）による人的・物的被害の発生及びその拡大を防止することを目的とする。

２ 計画事項
この計画に定める事項は、次のとおりとする。

（1）組織編成及び任務分担に関すること。
（2）防災知識の普及・啓発に関すること。
（3）防災資機材等の整備・管理に関すること。
（4）防災訓練の実施に関すること。
（5）出火防止及び初期消火に関すること。
（6）救助活動に関すること。
（7）情報の収集・伝達に関すること。
（8）避難誘導・安否確認に関すること。 
（9）避難所運営に関すること。
（10）給食給水・生活維持に関すること。 

３ 組織編成及び任務分担 
災害発生時の応急活動を迅速かつ効果的に実施するため、本会に次の班を置く。 

……町内会・自治会等を単位とした場合の例

……学校区等を単位とした場合の例

［編成例１］

［編成例 2 ］
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４ 防災知識の普及・啓発
地域住民の防災意識を高めるため、次により防災知識の普及・啓発を行う。

（1） 普及・啓発事項
ア 本会及び防災計画に関すること。
イ 災害の知識に関すること。
ウ 地区周辺の状況に応じた防災知識に関すること。 
エ 各家庭における防災上の留意事項及び防災への協力に関すること。
オ その他防災及び地域コミュニティに関すること。 

（2） 普及・啓発方法
ア 広報紙、パンフレット、リーフレット、ポスター等の配布・掲示
イ 講演会、研修会等の開催
ウ パネル等の展示
エ 防災体験の開催
オ 防災点検マップの作成 

（3）実施時期 
防災の日、火災予防運動期間、防災週間等、防災関係諸行事の行われる時期にあわせて実施するほか、
あらゆる機会を通じて日常的に実施する。

５ 防災訓練 
災害の発生に備えて、情報の収集・伝達、消火、避難誘導等を迅速かつ的確に行うことができるようする
ため、次により防災訓練を実施する。
（1）訓練の種別

訓練は、個別訓練及び総合訓練とする。 
（2）個別訓練 

個別訓練は、次の訓練とする。
ア 避難誘導訓練
イ 初期消火訓練
ウ 救出・救護訓練
エ 情報収集・伝達訓練
オ 給食給水訓練
カ その他

（3） 総合訓練 
総合訓練は、２つ以上の個別訓練を総合的に行うものとする。

（4）訓練実施計画
訓練の実施に際しては、その目的、実施要領等を明らかにした訓練実施計画を作成する。

（5）訓練の時期及び回数
ア 訓練は、原則として、防災の日、火災予防運動期間、防災週間のほか、町内会等の行事にあわせて実
施する。
イ 訓練は、総合訓練にあっては年１回以上、個別訓練にあっては随時実施する。

６ 避難誘導 
火災の延焼拡大等により、地域住民の人命に危険が生じ、又は生ずるおそれがあるときは、次により避難
誘導を行う。 
（1）避難誘導の指示

市町長の避難命令が出たとき、又は会長が必要と認めたときは、会長は避難誘導班に対し、避難誘導の
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指示を行う。 
（2）避難誘導の実施

避難誘導班は、会長の避難誘導の指示に基づき、地域住民を避難場所に誘導する。
（3）避難経路及び避難場所 
ア 避難路
○○通り、ただし○○通りが通行不能の場合は△△通り
イ 避難場所 
○○公園又は○○学校

７ 出火防止及び初期消火 
（1）出火防止 

防災の日、火災予防運動期間、防災週間のほか、町内会等の行事にあわせて、次の事項に重点をおいて
点検・整備するよう呼びかける。
ア 火気使用設備、器具の点検整備及びその周辺の整理整頓
イ 可燃性危険物品の保管状況
ウ 消火器等消火資機材の整備状況
エ その他建築物等の危険箇所の状況

（2）初期消火対策
地域内に火災が発生した場合、迅速に消火活動を行い、初期消火できるようにするため、次の消火資機
材の整備と使用方法の習熟を図る。
ア 可搬式小型動力ポンプ 
イ 消火器、水バケツ、消火砂等

８ 救出・救護
（1）救出・救護活動

建物の倒壊、落下物等により、救出・救護を要する者が生じたときは、直ちに救出・救護活動を行う。
この場合、現場付近の者は救出・救護活動に積極的に協力する。

（2）防災関係機関への出動要請
救出・救護班員は、防災関係機関による救出を必要とすると認めたときは、防災関係機関に出動を要請
する。

（3）医療機関への連絡
直ちに救護所へ搬送し、防災関係機関、医療機関に連絡する。

９ 情報の収集・伝達
被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な応急措置をとるため、情報の収集・伝達を次により行う。

（1）情報の収集・伝達
情報班員は、地域内の災害情報、防災関係機関・報道機関等の提供する情報を収集するとともに、必要
と認める情報を地域住民、防災関係機関等に伝達する。

（2）　情報の収集・伝達方法
情報の収集・伝達は、テレビ、ラジオ、有線放送、携帯無線機、電話、伝令等による。
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10 給食・給水
避難場所における給食及び給水は、次により行う。

（1）給食の実施
給食・給水班は、市町から配分された食料、地域内の家庭等から提供を受けた食料等の配分、炊き出し
などにより給食活動を行う。

（2）給水の実施
給食・給水班は、市町から提供された飲料水、水道水、井戸等により確保した飲料水により給水活動を
行う。

（3）その他の救援物資の受領と配分
給食・給水班は、生活必需品等の救援物資を受領し、分配する。

11 防災資機材
防災資機材の備蓄及び管理については、次により行う。

（1）備蓄計画 
防災資機材等 数量 保管場所 管理方法

（2）定期点検 
防災資機材は、毎年○月○日に点検する。

附 則 
この計画は、平成  年   月 日から実施する。
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（注）品名と点検実施年月日を記入する。

（注）災害状況等、自主防災組織にとって特記すべき事項を記入する。 
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○資格・技能等の例…元消防職員、元消防団員、元警察官、保健師、助産師、看護師、整体師、整骨師、救急・水難救助資格者、アマチュア無線
資格者、 建築関係技能者、土木関係技能者、情報関係技能者、ボランティア団体等
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注：プライバシーの保護に配慮して自主防災組織会長が責任をもって保管する。
注：●特記事項には、移動に要する器具など、介護に際して留意すべき事項を具体的に記入する。
●昼夜とも家族だけで対応できる場合も含める。
●作成にあたり必要に応じ民生児童委員などの協力を得る。
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自助
（防災知識の習得等）
第十二条　県民は、防災訓練、防災対策に関する研修会等（以下「防災訓練等」という。）に積極的に参
加し、災害及び防災対策に関する知識の習得並びに地形等災害関連情報その他の災害及び防災対策に関
する情報（以下「災害等に関する情報」という。）の収集に努め、これらを防災対策を実施する際に活
用するよう努めなければならない。
２ 県民は、災害が発生した場合に備え、避難場所、避難経路及び避難方法について家庭及び地域で確認
し合うとともに、自主防災組織を結成し、その活動に積極的に参画し、地域における災害予防対策（災
害の発生又は拡大を未然に防止するための対策をいう。第十四条第一項及び第二十四条において同
じ。）の実施に努めなければならない。（建築物の耐震性の確保）

共助
（防災意識の啓発）
第二十条　自主防災組織は、防災意識の啓発及び高揚を図るため、地域住民に対して、防災訓練等を行う
とともに、その構成員を地域住民等、県、市町及び防災関係機関が行う防災訓練等に積極的に参加させ
るよう努めなければならない。

（地形等災害関連情報の確認等）
第二十一条　自主防災組織は、地域住民等、県、市町及び防災関係機関が提供する地形等災害関連情報を
確認し、かつ、防災対策に関する情報を活用するとともに、当該地形等災害関連情報に応じた避難場所、
避難経路及び避難方法をあらかじめ把握しておくよう努めなければならない。

（物資及び資機材の備蓄等）
第二十二条　自主防災組織は、火災の発生の防止、救出、応急手当その他の災害が発生した場合の応急的
な措置に必要な物資及び資機材を備蓄し、整備し、又は点検するよう努めなければならない。

（災害時要援護者への支援体制）
第二十三条　自主防災組織は、あらかじめ、県、市町、防災関係機関及び災害時要援護者にかかわる団体
と連携して、災害発生時等における地域の災害時要援護者の情報収集及び避難の支援を行うための体制
を整備するよう努めなければならない。
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（避難の勧告等への対応の準備）
第二十四条　自主防災組織は、法令に基づく避難の勧告若しくは指示又は避難準備情報の発表があった場
合に地域住民の避難が円滑に行われるようあらかじめ構成員の役割分担その他の災害予防対策を実施す
　るよう努めなければならない。

自主防災組織の責務
（災害応急対策の実施）
第五十六条　自主防災組織は、災害発生時等において、地域住民等、県、市町及び防災関係機関と連携し
て、災害時要援護者その他の地域住民の避難の支援、火災の発生の防止、救出、応急手当、給水、給食、
危険箇所の巡視その他の地域における災害応急対策を実施するよう努めなければならない。

（情報の伝達）
第五十七条　自主防災組織は、地域住民又は市町に対し、地域住民の安否、被害状況等に関して知り得た
情報の伝達に努めるものとする。

災害復旧復興対策
（自主防災組織の責務）
第七十三条 自主防災組織は、災害が発生した場合において、地域社会の再生に貢献するとともに、県、
市町及び防災関係機関が実施する災害の復旧及び復興対策に協力するよう努めなければならない。
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組織名 部署 住所 電話番号
三重県
三重県防災危機管理部 危機管理総務室 企画経営グループ 059-224-2181 
三重県防災危機管理部 危機管理総務室 危機管理グループ 津市広明町13番地 059-224-2734 
三重県防災危機管理部 消防・保安室 消防グループ 津市広明町13番地 059-224-2108 
三重県防災危機管理部 消防・保安室 予防・保安グループ 津市広明町13番地 059-224-2183 
三重県防災危機管理部 防災対策室 防災グループ 津市広明町13番地 059-224-2189 
三重県防災危機管理部 防災対策室 情報グループ 津市広明町13番地 059-224-2157 
三重県防災危機管理部 防災対策室 防災航空グループ 059-235-2555 
三重県防災危機管理部 地震対策室 地震対策グループ 津市広明町13番地 059-224-2184 
三重県防災危機管理部 地震対策室 緊急支援グループ 津市広明町13番地 059-224-2185 
桑名県民センター 県民防災室 地域・防災課 桑名市中央町5-71 0594-24-3600 
四日市県民センター 県民防災室　県民防災課 四日市市新正4-21-5 059-352-0554 
鈴鹿県民センター 県民防災室 地域・防災課 鈴鹿市西条5丁目117 059-382-9786
津県民センター 県民防災室　県民防災課 津市桜橋3-446-34 059-223-5300 
松阪県民センター 県民防災室　地域・防災課 松坂市高町138 0598-50-0503 
伊勢県民センター 県民防災室　地域・防災課 伊勢市勢田町622 0596-27-5115 
伊賀県民センター 県民防災室　地域・防災課 伊賀市四十九町2802 0595-24-8003 
尾鷲県民センター 県民防災室 県民防災課 尾鷲市坂場西町1番1号 0597-23-3407
熊野県民センター 県民防災室 県民防災課 熊野市井戸町371 0597-89-6105 
市町
桑名市 防災対策課 桑名市中央町2丁目37番地 0594-24-1185 
いなべ市 総務課 いなべ市員弁町 

笠田新田111番地
0594-74-5805 

木曽岬町 総務企画課 桑名郡木曽岬町 
大字西対海地251番地 

0567-68-6100

東員町 防災安全課 員弁郡東員町
大字山田1600 番地 

0594-86-2824

四日市市 危機管理室 四日市市諏訪町１番5号 059-354-8119 
菰野町 安全安心対策室 三重郡菰野町

大字潤田1250番地
059-391-1102

朝日町 総務税務課 三重郡朝日町 
大字小向893番地

059-377-5651 

川越町 総務課 三重郡川越町
大字豊田一色280

059-366-7113 

鈴鹿市 生活安全部 防災安全課防災Ｇ 鈴鹿市神戸1丁目18番18号 059-382-9968 
亀山市 危機管理局 亀山市本丸町577番地 0595-84-5035 
津市 防災室 津市西丸之内23番1号 059-229-3104 
松阪市 生活部安全防災課 防災危機管理室 松阪市殿町1340番地1 0598-53-4313 

津市雲出鋼管町2-2

津市広明町13番地 
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組織名 部署 住所 電話番号
多気町 総務税務課 多気郡多気町相可1600 0598-38-1111 
明和町 危機管理室危機管理係 多気郡明和町大字馬之上945 0596-52-7110 
大台町 総務課 多気郡大台町佐原750番地 0598-82-3781 
伊勢市 総務部危機管理課 伊勢市岩渕1丁目7番29号 0596-21-5524 
鳥羽市 総務課防災対策室 鳥羽市鳥羽3丁目1-1 0599-25-1118 
志摩市 総務部地域防災室 志摩市阿児町鵜方3098-22 0599-44-0203 
玉城町 総務課 度会郡玉城町田丸114-2 0596-58-8200 
南伊勢町 総務課 度会郡南伊勢町五ヶ所浦

3057
0599-66-1111

大紀町 防災安全課 度会郡大紀町錦736番地7 0598-73-3318 
度会町 総務課 度会郡度会町棚橋1215-1 0596-62-1111
伊賀市 総合危機管理室 伊賀市上野丸之内116番地 0595-22-9640 
名張市 企画財政部危機管理室 名張市鴻之台1番町1番地 0595-63-7271 
尾鷲市 防災危機管理室 尾鷲市中村町10番57号 0597-23-8118 
紀北町 危機管理課 北牟婁郡紀北町海山区相賀

495-8
0597-32-3904

熊野市 防災対策推進課 熊野市井戸町796番地 0597-89-4111 
内線336

御浜町 企画行政係 南牟婁郡御浜町大字阿田和
6120-1

05979-3-0505 

紀宝町 総務課防災対策担当 南牟婁郡紀宝町鵜殿324番地 0735-33-0335

2010年4月現在
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